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平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
当社の第71期（平成28年度）報告書をお届けするにあたり、

一言ご挨拶申しあげます。
当連結会計年度におけるわが国の経済状況は、個人消費や設

備投資の持ち直し、雇用情勢の改善などを背景に、景気は緩や
かな回復基調が続いていると思われます。一方で、海外経済の
不確実性や金融資本市場の変動の影響もあり、依然として不透
明な状況で推移しました。

当社グループを取り巻く事業環境は、公共投資は底堅さが増
しているものの、公共投資関係費の削減およびコスト縮減が行
われたことによる企業間競争の激化により、非常に厳しい環境
が続きました。

このような状況のもとで当社グループは、成長企業への更な
る転換を図るため、顧客ニーズを的確に捉えたソリューション
提案を強化するほか、グループ一丸となった販売体制の強化を
推進し、販売活動を展開してまいりました。その結果、当連結
会計年度の業績は、受注高は30,657百万円（前期比19.1％増）
となりましたが、受注時期の遅れなどにより、売上高は
26,161百万円（前期比9.3％減）となりました。

損益につきましては、トータルコストダウンの更なる追求や
生産効率の大幅な向上をめざし、低原価体質を基調とした強固
な企業体質の構築を推し進めるべく諸施策を実施しましたが、
売上高が減少したことによる利益額の減少を補うことができ
ず、経常利益は320百万円（前期比62.2％減）、親会社株主に
帰属する当期純利益は132百万円（前期比70.2％減）となりま
した。

今後の見通しとしましては、雇用・所得環境の改善が続くな
かで、各種政策の効果もあり、景気は緩やかな回復に向かうこ
とが期待されます。一方、アメリカの金融政策正常化の影響や
中国を始めアジア新興国等の経済の先行き、金融市場の動向等
によっては、わが国の景気が下押しされるリスクがあり、引き
続き不透明な状況が続くものと予想されます。

当社グループを取り巻く事業環境は、国および地方公共団体
の深刻な財政逼迫の影響を受けての予算の抑制や、必要不可欠
な社会資本への絞り込み等により、熾烈な企業間競争が続き、
依然として非常に厳しい状況にあると思われます。

当社グループは、経営理念である「水とともに躍進し 人間
らしさを求め 社会に貢献できる魅力ある企業」の実現をめざ
し、事業を展開しております。創業以来80年にわたり実績を積
み上げてきた上下水道用機器・水処理装置の製造および販売を

株主の皆様へ
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もとに、“水” に関わる分野の社会資本整備、浄化事業に積極的
に取り組み、人と環境に優しい技術・製品を提供してまいりま
す。
上下水道事業においては、国および地方公共団体の深刻な財
政逼迫など依然厳しい事業環境が続いておりますが、一方で、
高度成長期に整備された施設・設備等の老朽化に対する更新
や、地震・ゲリラ豪雨にみられるような自然災害に対する防
災・減災、人口減少やエネルギー問題への対応等、新たなニー
ズも高まってきております。
その中で当社グループは、高付加価値型ビジネスモデルの実
現に向け、顧客ニーズを満たすソリューション提案を強化する
ほか、主要事業である上下水道事業において官民連携モデルを
模索してまいります。また、更なる成長を実現するために、産
業排水やバイオガスなどの民需事業および海外事業に必要な経
営資源の配分を実施してまいります。
一方で、コストダウンと生産体制の効率化を全社一丸となっ
て推進するほか、更なる業務改善と情報システム活用の強化を
継続し、コストパフォーマンスの追求を図ります。また、納期
や物流、各種検査、据付などの現場対応、工事全般、営業のフ
ォローに至るまでの全生産プロセス・全業務プロセスにおける
品質を更に向上することにより、最も顧客に信頼される企業を
めざします。
これらにより、事業の拡大、業績の向上を図るとともに、コ
ーポレートガバナンスの充実、人材の育成、財務基盤の安定化
を図ることにより、強固な企業体質の構築を更に推進してまい
ります。そして、持続的に発展し社会に貢献し続けられる企業
の実現に向かって努力してまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援ご鞭
撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成29年８月

代表取締役社長
松 原 　 正
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会社の概況（平成29年５月31日現在）

設　　立 昭和22年９月
資 本 金 5,233,712,500円
従業員数 911名（連結）

当社グループは、当社および連結子会社２社（㈱前澤エ
ンジニアリングサービス、㈱ウォーテック北海道）で構成
され、上下水道用機器・水処理装置の製造および販売をも
とに、環境関連分野の社会資本整備、浄化事業に取り組ん
でおります。

事業の内容

主な事業所（平成29年８月30日現在）

環境事業
上下水道用水処理機械設備、産業用水処理機械設備、土壌・
地下水汚染浄化設備、有機性廃棄物資源化設備等に関する事業

バルブ事業
上下水道用弁・栓・門扉等に関する事業

メンテナンス事業
上下水道用設備・機器の修繕・据付工事、維持管理等に関す
る事業

本 店 所 在 地 東京都中央区新川1−5−17
本 社 川口市仲町5−11事業統括本部
埼 玉 製 造 所 幸手市高須賀537
北 海 道 支 店 札幌市中央区南二条西6−17
東 北 支 店 仙台市宮城野区榴岡3−4−1
東 京 支 店 東京都中央区新川1−5−17
北 関 東 支 店 川口市仲町5−11
新 潟 営 業 所 新潟市中央区東大通1−3−10
茨 城 営 業 所 水戸市城南1−4−7
横 浜 支 店 横浜市港北区新横浜2−14−27
名 古 屋 支 店 名古屋市中区錦2−14−21
大 阪 支 店 大阪市淀川区宮原3−5−24
中 国 支 店 広島市南区京橋町9−21
九 州 支 店 福岡市中央区天神1−15−6
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代表取締役社長 松 原 　 正
専 務 取 締 役 三　田　志津雄
常 務 取 締 役 滝 口 和 彦
常 務 取 締 役 斉 藤 貴 之
取 締 役 小　村　　　武
取 締 役 安 部 公 己
常 勤 監 査 役 軽　部　　　茂
監 査 役 笠 松 重 保
監 査 役 関　口　　　博
監 査 役 武 内 正 一

（注） １．  取締役小村　武、安部公己の両氏は、社外取締役
であります。

 ２．  監査役笠松重保、関口　博、武内正一の各氏は、
社外監査役であります。

 ３．  取締役小村　武、安部公己、監査役笠松重保、関
口　博、武内正一の各氏は、株式会社東京証券取
引所の有価証券上場規程第436条の２に定める独
立役員であります。

 ４．  当社は、執行役員制度を導入しており、各執行役
員は次のとおりであります。
上席執行役員 宮 川 多 正 事業統括本部埼玉製造所長
上席執行役員 志 賀 孝 之 東京支店長

兼営業店営業強化担当
上席執行役員 絹 笠 　 淳 事業統括本部副本部長

（環境事業担当）
兼環境ソリューション事業部長

上席執行役員 皆 方 　 護 事業統括本部副本部長
（プラント建設、プラン
ト品質保証、環境プロジ
ェクト管理、民需担当）
兼事業開発推進室長
兼環境R&D推進室長

上席執行役員 神 田 礼 司 経営管理本部経営企画室長
兼経理部長※

執行役員 前 田 　 司 大阪支店長
執行役員 篠 崎 長 洋 事業統括本部

プラント建設事業部長
執行役員 井 上 照 孝 法務・監査部長
執行役員 大河原　昭　男 事業統括本部バルブ事業部長

兼バルブ営業部長
兼海外推進室部長

執行役員 馬 郡 　 浩 事業統括本部
環境プロジェクト管理室長
兼安全管理室長

執行役員 手 塚 正 三 事業統括本部埼玉製造所副所長
兼製造部長　兼鋳造部長※

執行役員 菊 地 和 信 経営管理本部人事部長※
執行役員 都 倉 　 剛 事業統括本部

環境ソリューション事業部
官需推進部長※

※平成29年９月１日就任予定

役員の状況（平成29年８月30日現在）
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財 務 ハ イ ラ イ ト

26,161

● 売上高

第69期 第70期

28,83329,045
（単位：百万円）

第71期

132

● 親会社株主に帰属する当期純利益
（単位：百万円）

442
505

第69期 第70期 第71期

320

● 経常利益

848

703

（単位：百万円）

第69期 第70期 第71期

30,657

● 受注高

25,746
29,569

第69期 第70期

（単位：百万円）

第71期

● 当社グループの部門別売上構成

売上高261億円

環境事業
99億円

バルブ事業
93億円
（35.9％）

メンテナンス事業
68億円
（26.2％）

（37.9％）
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〈第70期〉期末
平成28年5月31日現在

〈第70期〉期末
平成28年5月31日現在

● 財務状況 （単位：百万円）

資産合計
33,001

流動資産
23,577

固定資産
9,424

資産合計
31,812

固定資産
9,737

流動資産
22,075

▶

▶

負債純資産合計
31,812

純資産
15,924

流動負債
12,568

負債純資産合計
33,001

流動負債
13,814

純資産
15,741

固定負債
3,318

固定負債
3,445

▶

▶

▶

〈第71期〉期末
平成29年5月31日現在

〈第71期〉期末
平成29年5月31日現在

（注） １．  当社は自己株式3,091千株を保有しておりますが、
上記には含めておりません。

 ２．  持株比率は、自己株式（3,091千株）を控除して
計算しております。

① 発行済株式の総数 21,425,548株
② 当期末株主数 4,783名
③ 大株主（上位10名）

株　　主　　名 持 株 数
（千株）

持株比率
（％）

前 澤 化 成 工 業 株 式 会 社 1,229 6.70
前 澤 給 装 工 業 株 式 会 社 1,198 6.53
公 益 財 団 法 人 前 澤 育 英 財 団 1,036 5.65
前 澤 工 業 取 引 先 持 株 会 966 5.27
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 721 3.93
株式会社大成機工インターナショナル 641 3.50
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 459 2.50
前 澤 工 業 従 業 員 持 株 会 361 1.97
株 式 会 社 り そ な 銀 行 335 1.82
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 332 1.81

株式の状況（平成29年５月31日現在）
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株主メモ
事 業 年 度 毎年６月１日から翌年５月 31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年８月
基　 準　 日 毎年５月 31日

そのほか必要があるときは、
あらかじめ公告して定めます。

配 当 金 受 領
株 主 確 定 日

期末配当　５月 31日
中間配当　11月 30日

株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

単 元 株 式 数 100 株
公 告 方 法 電子公告により行います。ただし、事故その他や

むを得ない事由によって電子公告をすることがで
きない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL　http://www.maezawa.co.jp/

ホームページのご紹介
当社のホームページでは、企業情報や財
務情報等の最新情報をご紹介しており
ます。

http://www.maezawa.co.jp/

お問合せ先

証券会社等に口座を
お持ちの場合

証券会社等に口座を
お持ちでない場合
（特別口座の場合）

郵便物送付先

お取引の証券会社等に
なります。

〒 168− 8507
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
みずほ信託銀行株式会社
証券代行部

電話お問合せ先 0120− 288− 324
（フリーダイヤル）

各種手続お取扱店
（住所変更、株主配当金
受取り方法の変更等）

みずほ証券株式会社
　本店および全国各支店
プラネットブース（株式
会社みずほ銀行内の店舗）
でもお取扱いたします。

みずほ信託銀行株式会社
　本店および全国各支店（※）

（※）トラストラウンジではお取扱で
きませんのでご了承ください。

未払配当金のお支払
みずほ信託銀行株式会社（※）および株式会社みずほ銀行の
本店および全国各支店
（みずほ証券株式会社では取次のみとなります）
（※）トラストラウンジではお取扱できませんのでご了承ください。

ご注意

支払明細発行については、右の
「特別口座の場合」の郵便物送
付先・電話お問合せ先・各種手
続お取扱店をご利用ください。

特別口座では、単元未満株式の
買取・買増以外の株式売買はで
きません。証券会社等に口座を
開設し、株式の振替手続を行っ
ていただく必要があります。
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